












































































非営利法人 主務官庁 会計基準 会計基準設定機関




学校法人 文部科学省 学校法人会計基準 文部科学省
社会福祉法人 厚生労働省 社会福祉法人会計基準 厚生労働省
独立行政法人 内閣府・各省 独立行政法人会計基準 総務省
国立大学法人 文部科学省 国立大学法人会計基準 文部科学省


























































































































































































































































































⒂　FASB Accounting Standards Cordification 105-10-05-5-b において，Accounting Standards に含
まれないものとして，FASB Conceptual Statements が明記されている。
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assets），一時拘束純資産（temporarily restricted net assets）および永久拘束

































































































































































































































A法人 B法人 A法人 B法人
収 益 100 100 100 100
費 用 100  90 100 110
当 期 純 利 益 　0  10 　0 -10
○○積立金積立 　0 -10 　0 　0
○○積立金取崩 　0 　0 　0  10










































諸費用 100 諸費用 100
収益 自己収益（控除） △ 40
　運営費交付金 60 機会費用（支払地代） 　 10





　諸費用 100 　諸費用 100
　支払地代 10 　支払地代 10
収益 自己収益 　 40


















































































































































































































































































































①当期帰属の授業料の収入 3,200 ①当期帰属の授業料の収入 3,200
④次期授業料の当期前受金収入 70 ②前期の前受授業料 30
⑤前期未収授業料の当期収入 50 ③当期の未収授業料 45







次期授業料の当期前受金収入④ 70 　 70
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図表15　剰余金の処分による圧縮積立金処理
X1年 X2年 X3年 X4年 合　計
損益計算書
　収　　益 100 100 100 100 400
　受取国庫補助金 200 200
　減価償却費 50 50 50 50 200
　税引前当期純利益 250 50 50 50 400
　法人税等 40 40 40 40 160
　法人税等調整額 60 100 -20 20 -20 20 -20 20 0 160
　当期純利益 150 30 30 30 240
貸借対照表
資産の部
　現金預金 160 220 280 340
　設　　備 150 100 50 0
　　資産合計 310 320 330 340
負債の部
　繰延税金負債 60 40 20 0
純資産の部
　資本金 100 100 100 100
　圧縮積立金 90 60 30
　利益剰余金 60 120 180 240
　負債純資産合計 310 320 330 340
図表16　繰延収益処理
X1年 X2年 X3年 X4年 合計
損益計算書
　収　　益 100 100 100 100 400
　受贈益（繰延利益戻入） 50 50 50 50 200
　減価償却費 50 50 50 50 200
　税引前当期純利益 100 100 100 100 400
　法人税等 40 40 40 40 160
　当期純利益 60 60 60 60 240
貸借対照表
　資産の部
　　現金預金 160 220 280 340
　　設　　備 150 100 50 0
　　　資産合計 310 320 330 340
　負債の部
　　繰延利益 150 100 50 0
　純資産の部
　　資本金 100 100 100 100
　　利益剰余金 60 120 180 240











































































4 4 4 4
ことが困難































































現金預金 2,000 第１号基本金 3,000




現金預金 2,000 第１号基本金 1,000




































































固定資産 1,000 資本剰余金 1,000


































































































































































































　　（借）固定資産     ××× （貸）繰延収益（資産見返負債資） ×××
　　（借）減価償却費    ××× （貸）減価償却累計額      ×××





































































































FASB (1985), SFAC No. 6 Elements of Financial Statements, Financial Accounting Standards Board
（平松一夫・広瀬義州訳（2002）『財務会計の諸概念　増補版』中央経済社）
FASB (1993), SFAS No. 116 Accounting for Contributions Received and Contributions Made, Finan-
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